
　(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には特別職（市長、副市長及び市議会議員など）の報酬、給料、退職手当負担金、共済組合負担金などが含まれます。

      

　(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には、退職手当は含まれていません。

      ２　職員数については、令和２年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））及び

　　　　会計年度任用職員は含まれていません。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれていますが、会計年度任用職員の

　　　　給与費は含まれていません。

　　　※　なお、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））は211人であり、当該職員を含んだ場合、　　※　なお、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））は193人であり、当該職員を含んだ場合、職員数は3,010人となり、

　　　　　職員数は2,989人となり、一人当たり給与費は、5,696千円となります。　　　一人当たり給与費は5,582千円となります。

　(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を

 　　　　　用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数

　　です。

　　　　　２　中核市平均は、各中核市のラスパイレス指数を単純平均したものです。

の人件費率

（参考）昨年度歳出額 実質収支 人件費 人件費率

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

千円 ％ ％

275,410,157 2,749,005 25,824,438 9.4 12.0

千円

一人当たり給与費

（参考）中核市平均

　　計　　Ｂ

6,444

千円　　　　　千円

2,817 9,773,683

人

令和
2年度

　　　　　　Ａ

千円令和
2年度 16,804,219

一人当たり職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
区分

4,408,861

給与費 B/A

千円千円 千円

期末・勤勉手当給　 料

5,9652,621,675

職員手当

人

411,505

千円

住民基本台帳人口

（令和３年1月1日）
区　分

３－１　総括

（Ｈ30.4.1）
99.7 

（Ｈ30.4.1）
100.2 

（Ｈ30.4.1）
99.1 

（Ｈ31.4.1）
98.9 

（Ｈ31.4.1）
99.9 

（Ｈ31.4.1）
98.9 （R2.4.1）

98.2 

（R2.4.1）
99.9 

（R2.4.1）
98.9 

（R3.4.1）
98.0 

（R3.4.1）
99.7 

（R3.4.1）
98.8 

90.0

95.0

100.0

105.0

長崎市 中核市平均 全国市平均



　　( 4 ) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、棒給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

[　　　実施　　　　　未実施　　　]

（給料表の改定実施時期）　平成２８年１月１日

（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。

　　　　 　  激変緩和のため、２年３箇月間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

              他の給料表については、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び長崎市の支給割合）

　（支給割合）　国基準３％に対し、長崎市においても３％を支給

　（実施時期）　見直し前と支給割合に変更なし

（参考）

③その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２８年１月１日実施）
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３－２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在）

　　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 円 円

歳 人 円 円 円 円 円

歳 人 円 円 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成29～31年の3ヶ年平均）

　このうち、廃棄物処理業従業員、用務員については全国平均の数値を、これら以外の職種は長崎県平均の数値を使用しています。

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※　年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、

　民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　　④小・中学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　　⑤消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　⑥フルタイム会計年度任用職員

人 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和３年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、

　　　　地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。　　　
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　(2) 職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円
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３－３　一般行政職の級別職員数等の状況（企業職員以外、各任命権者共通）

　(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和３年４月１日現在）

（注）１　長崎市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和３年４月１日現在）

　　円　

　　円　

　　円　
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　(3) 昇給への人事評価の活用状況

イ　人事評価を実施している

活用している昇給区分

　　上位、標準、下位の区分

　　上位、標準の区分

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を実施していない

　　活用予定時期

３－４　職員の手当の状況
　(1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　　　5～20％ ・役職加算　　　5～20％ ・役職加算　　　5～20％

・管理職加算　　10～20％ ・管理職加算　　10～25％

（注）１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　２　期末手当、勤勉手当は、民間事業所での賞与などにあたります。

○勤勉手当への人事評価の活用状況

イ　人事評価を活用している

活用している昇給区分

　　上位、標準、下位の区分

　　上位、標準の区分

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

　　活用予定時期

　(2) 退職手当（令和３年４月１日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（3％～45％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

１人当たり平均支給額

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

　　　２　退職手当は、退職時の給料に一定の支給率を乗じた額と職務の級などに応じた額の合計額が支給されます。

　(3) 地域手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数）

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の

給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

（補正前のラスパイレス指数×（1+長崎市の地域手当支給率）/（1+国の指定基準に基づく地域手当

支給率）により算出しています。）

○ ○
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33.270750
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120
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-
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昇給実績が
ある区分

勧奨・定年

7

47.709000

47.709000最高限度

国

勤続25年

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.90

令和３年４月２日から令和４年４月１日までにおける運用

24.586875

(0.90)

24.586875

39.7575

19,969千円

勤続20年 19.6695

職制上の段階、職務の級等による加算措置

一般職員

令和４年度

47.709047.709000

長　　　　　崎　　　　　市

自己都合勧奨・定年

勤勉手当

勤続20年

28.0395

期末手当

2.55

3

20

3上記以外

国の制度（支給率）

3,058

20東京事務所

5医師・歯科医師

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

支給率支給対象地域等

16

支給対象職員数

最高限度

(0.90)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

管理職員

19.6695

(1.45) (0.90)

33.270750

39.7575

28.0395

1.90

(1.45)

○ ○

勤勉手当

1,6851,504

国長　　崎　　市

１人当たり平均支給額（令和２年度）

2.55

１人当たり平均支給額（令和２年度）

1.90

勤勉手当 期末手当期末手当

未定

管理職員 一般職員

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

98.9

98.9

勤続35年

1,865千円

（支給率） 自己都合 （支給率）

勤続35年

勤続25年

47.709000

令和３年４月２日から令和４年４月１日までにおける運用

未定

昇給実績が
ある区分



　(4) 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

　％

種類

10ｍ以上20ｍ未満

20ｍ以上

千円

千円

千円

千円

深夜の全部

２時間以上

２時間未満

１回　1,620円

（注）１　作業に従事した時間が 1日につき4時間未満の場合は 上記単価に 60/100 を乗じた額となります。

　　　２　教職員に係る長崎県の条例に基づき支給される手当は除きます。

　(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の4月1日現在の

　　　総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）

　　　であり、短時間勤務職員を含みます。

感染症防疫等業務手当
感染の危険がある作業等に従
事する職員

①感染症病棟若しくは感染症病室等に配置されている医師以外の職員（これに相当する
職員を含む）が感染症の病原体に汚染されている区域内で患者の看護又は当該病原体の
付着した物件若しくは付着の疑いのある物件の処理作業に従事したとき

3,166 千円

②新型コロナウイルス感染症の感染区域及びその動線上の移動において、感染者及び感
染の疑いがある者のへの対応又は病原体の付着した物又は付着の疑いのある物の処理作
業に従事したとき

③上記の業務のうち新型コロナウイルス感染症の患者若しくはその疑いのある者の身体
に接触して又はこれらの者に長時間にわたり接して行う作業その他これに準ずると認め
る作業に従事したとき

④保健環境試験所の職員のうち感染症法に規定する一類感染症、二類感染症及び新型イ
ンフルエンザ等感染症である新型コロナウイルス感染症の病原体に汚染された物件等の
検査業務に従事したとき

347

0 千円

深夜の
一部

　正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深夜にお
いて行われる業務に従事したとき

56

　環境部の現業職員が一般廃棄物の収集作業のうち、引き出し地区での引き出しによる
収集作業に従事したとき

1,676

5,696

千円30,286

主な支給対象職員

荒天時に作業に従事する職員

551

１回　2,000円

１回　1,100円

１回　3,300円

千円
日額　1,000円　※

日額　570円　※

１回　410円

１回　2,900円

１回　730円

１回　6,800円

１回　1,140円

15

１回　380円

１回　760円

１件　1,000円

日額　220円　※

放射線照射作業に従事する職
員

　エックス線その他の放射線を人体に対して照射する作業又はその補助の作業に従事し
たとき（月の放射線実効線量100マイクロシーベルト以上の被ばく）

日額　560円　※

日額　300円　※

日額　320円　※

左記職員に対する支給単価

月額　7,000円

支給実績
（令和２年度決算）

千円

日額　710円　※

日額　840円

日額　1,080円　※

2

1

373

診療所に勤務する職員が、正規の勤務時間による勤務の
一部又は全部が深夜において行われる看護の業務に従事
したとき

1,017,366

４時間以上

一部

1,002,032

支給実績（令和元年度決算）

深夜の全部

支給実績（令和２年度決算）

２～４時間

診療所に勤務する職員

10㎞以上

5㎞以上10㎞未満

診療所に勤務する職員が、正規の勤務時間以外の時間において、救急外来等対応のため
待機時に呼出しを受けて、1時間以上当該業務に従事したとき

（通勤距離）
片道5㎞未満

47,345

②葬斎場の汽かん員が遺体処理作業に従事したとき

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務

千円

10

23.1

支給実績（令和２年度決算）

③異常な自然現象又は大規模な事故により重大な災害が発生した箇所又はその周辺にお
いて行う災害配備又は遭難救助に従事したとき

荒天時作業手当

高所作業手当

地下において調査等の作業に
従事する職員

坑内作業手当

日額　290円

日額　3,000円

日額　4,000円

放射線取扱手当

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

日額　290円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度決算）

　交通を遮断することなく行う2車線以上の道路の維持補修等の作業に従事したとき（深
夜の時間帯（午後10時から午前5時まで）を除く）

道路上作業手当

手当の名称

②上記現場における重大な災害の発生した箇所若しくは発生するおそれの著しい箇所で
行う応急作業若しくは応急作業のための災害状況の調査に従事したとき

　トンネルの坑内でトンネル掘り作業又はたて坑の坑内で掘削作業（作業の検査及び監
督の業務を含む）、地質の調査の作業に従事したとき

　地上又は水面上10ｍ以上の足場の不安定な箇所で行う
維持補修等の作業に従事したとき。

①異常な自然現象により重大な災害が発生し、若しくは発生するおそれがある河川の堤
防、通行が禁止されている道路、港湾施設等において行う巡回監視の作業に従事したと
き

落下の恐れのある高所で作業
に従事する職員

道路上において作業に従事す
る職員

死亡人取扱手当
行旅死亡人の取扱作業等に従
事する職員

①行旅死亡人等の取扱作業に従事したとき

夜間看護等手当

深夜の

２時間未満

夜間特殊業務手当

一般廃棄物の収集作業のう
ち、引き出し地区での引き出
しによる収集作業に従事する
職員

一般廃棄物収集作業手当

正規の勤務時間による勤務が
深夜において行われる業務に
従事する職員

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 365

診療所に勤務する助産師、看護師又は准看護師が深夜に
おける勤務の交代に伴う通勤を行ったとき（料金等の一
部又は全部を本市が負担するタクシー等を利用する場合
を除く。）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）



　(6) その他の手当（令和３年４月１日現在）

扶養親族を有する職員に支給されます。

・配偶者及び父母等

　行政職給料表8級の職員 3,500円　

　上記以外の職員 6,500円　

・子 10,000円　

・16歳～22歳までの子 5,000円加算　

　借家・借間(家賃月額16,000円以上)

　　家賃額に応じて最高 28,000円　

　交通機関利用(電車、バス等)

運賃等に応じて最高55,000円

　交通用具使用 交通用具使用

距離に応じて最高37,105円

３－５　特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

6月期 1.675月分 12月期 1.675月分 計 3.350月分

6月期 1.675月分 12月期 1.675月分 計 3.350月分

（1期の手当額）

（任期毎）

（任期毎）

（注）　退職手当の「1期の手当額」は、１期(４年＝４８月)勤めた場合における退職手当の見込額です。

43,422

　勤務を要しない日又は祝日法による休日若しくは年末年始
の休日において、臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の
必要により勤務する管理職員、また、災害への対処その他の
臨時又は緊急の必要により週休日等以外の日の午前0時から午
前5時までの間であつて正規の勤務時間以外の時間に勤務した
管理職員に対し、勤務1回につき12,000円の範囲内で支給され
ます。

同じ ― 3,083 千円 円

義務教育等教員
特別手当

　小学校、中学校、高等学校に勤務する教育職員に支給され
ます(月額8,000円の範囲内で給料の級号給の区分に応じて支
給）。

ー ― 4,236 千円 62,303 円

管理職員特別勤
務手当

54,385 円

夜間勤務手当

　正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時までの
間に勤務する職員に対し、その勤務1時間につき正規の勤務時
間における1時間当たりの給与額の 100分の25の割合で支給さ
れます。

同じ ― 36,052 千円 77,867 円

休日勤務手当

　祝日法による休日又は年末年始の休日において、正規の勤
務時間中に勤務する職員に対し、その勤務1時間につき正規の
勤務時間における1時間当たりの給与額の 100分の135 の割合
で支給されます。

同じ ― 165,549 千円

同じ ― 210,290 千円 689,477 円

円

宿日直手当
　宿直勤務又は日直勤務を行う職員に対しその勤務1回につき
4,400円の範囲内で支給されます。

同じ ― 704 千円 234,666 円

千円 1,396,628 円

単身赴任手当

　事務所を異にする異動又は在勤する事務所の移転に伴い住
居を移転し、単身で生活することを常況とする職員で配偶者
の住居から事務所に通勤することが困難な職員に対し、月額
100,000円の範囲内の額を支給されます。

同じ ― 3,900 千円 650,000

　距離に応じて最高
31,600円

初任給調整手当

　医師及び歯科医師として新たに採用された職員に対し月額
308,600円を、獣医師として新たに採用された職員に対し月額
30,000円を超えない範囲内の額を、採用の日から医師及び歯
科医師は35年以内、獣医師は20年以内の期間支給されます。

同じ ― 9,776

262,356 円

通勤手当

　通勤のために交通機関等（電車、バス等）を利用し、運賃
を負担している職員又は交通用具(自動車等）を使用する職員
に対して支給されます。

異なる 256,627 千円 92,179 円

(国の制度)

支給なし

住居手当 同じ ― 255,010 千円

―同じ 337,902

支 給 職 員 １ 人 当 た り

平 均 支 給 年 額

異　同 （令和２年度決算）

978,000 1,180,000

副　市　長

支給実績
(令和２年度決算)

手　当　名 内容及び支給単価

期
末
手
当

市　　　長

市　　　長

副　市　長

区　　　分

報
酬

副　議　長

給
料

管理職手当
　管理又は監督の地位にある職員に対し、その職務の特殊姓
に応じて給料月額の 100分の25の範囲内で支給されます。

　借家・借間に居住し、一定額（16,000円）を越える家賃を
支払っている職員又は自宅に居住し、世帯主である職員に支
給されます。

扶養手当

　行政職給料表9級の職員
　医療職給料表（1）4級の職員

度との

円　／

円　／737,000

15,724,800円

議　　　員 （3.350）

議　　　員

(1.650)

707,000

673,000

696,000

退
職
手
当

副　市　長

475,000

副　議　長

748,000 円　／

円　／

（算定方式）

619,000

（3.350）

（支給時期）

(1.700)

　給料月額×39/100×在職月数

700,000

　　令和３年度支給割合　   ※（　）は令和２年度支給割合

市　　　長 　給料月額×60/100×在職月数 28,166,400円

　　令和３年度支給割合　   ※（　）は令和２年度支給割合

(1.700)

議　　　長

(1.650)

議　　　長 584,000

974,000 円　／

給　　　料　　　月　　　額　　　等
（参考）中核市における最高／最低額

827,000

840,000

国の制
国の制度と
異なる内容

504,000

円千円 241,358



３－６　公営企業職員の状況
　(1)　上下水道事業

  　　① 職員給与費の状況

　　ア　決算

　　　　　　Ｂ／Ａ

（注）１　人件費には特別職の給料、退職手当負担金及び共済組合負担金などが含まれています。

　　　２　資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含まれていません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当は含まれていません。

      ２　職員数については、令和２年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））及び

　　　　会計年度任用職員は含まれていません。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれていますが、会計年度任用職員の

　　　　給与費は含まれていません。

　② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均月収額」は、職員１人当たりの平均年収額を12で除して得たものです。

　　　２　「平均月収額」には、期末・勤勉手当等が含まれています。  

　③ 職員の手当の状況

　　ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　期末手当　 勤勉手当

月分 月分  月分  月分

月分 月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％ ・役職加算　　　5～20％

（注）１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　２　期末手当・勤勉手当は、民間事業所での賞与などにあたります。

　　イ　退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（3％～45％加算） 定年前早期退職特例措置（3％～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

　　　２　退職手当は、退職時の給料に一定の支給率を乗じた額と職務の級などに応じた額の合計額が支給されます。

　　ウ　地域手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

　　エ　特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

　円

　％

種類

10ｍ以上20ｍ未満

20ｍ以上

千円

日額　220円　※

日額　320円　※

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（令和２年度決算） 左記職員に対する支給単価

高所作業手当
落下の恐れのある高所で作業
に従事する職員

地上又は水面上10ｍ以上の足場の不安定な箇所で行う維
持補修等の作業に従事したとき -

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 38,700

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度決算） 17.8

手当の種類（手当数） 5

長崎市域 3 285 3

支給実績（令和２年度決算） 1,935

支給実績（令和２年度決算） 31,933

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 123

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

47.7090 47.70900 47.7090 47.70900

- 19,618 1,865 19,969

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.70900 39.7575 47.70900

長崎市上下水道事業 長崎市　（一般行政職）

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

2.55 1.90 2.55 1.90

(1.45) (0.90) (1.45) (0.90)

１人当たり平均支給額（令和２年度） １人当たり平均支給額（令和２年度）

1,421 1,504

期末手当 勤勉手当

市町村平均（下水道）
（令和２年度）

42.5 360,387 545,305

長崎市上下水道事業 長崎市　（一般行政職）

長崎市（下水道） 40.5 374,684 501,582

市町村平均（水道）
（令和２年度）

43.5 361,318 578,084

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

長崎市（水道） 43.6 368,278 493,039

千円 千円

1,017,325 625,032 399,210 2,041,567 7,852

給与費 　　B/A

6,444
令和
2年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

260

　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

9.0

一人当たり給与費

20,910,016 2,321,682 1,681,869

区　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）中核市平均

令和
2年度

　　　　千円 千円　 千円　 ％

8.0

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率

Ａ  

純損益又は実質収支

％

（参考）

昨年度(元年度)の総費用に占め
る職員給与費比率Ｂ　

区　分
総費用



千円 日額　560円　※

千円 日額　300円　※

千円 日額　710円　※

千円 日額　1,080円

深夜の全部 １回　1,100円

２時間以上 １回　730円

２時間未満 １回　410円

※　作業に従事した時間が 1日につき4時間未満の場合は 上記単価に 60/100 を乗じた額

　　オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　 ２　職員1人当たりの平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数

　　　　　 （管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

　　カ　その他の手当（令和３年４月１日現在）  

扶養親族を有する職員に支給されます。

　配偶者 6,500円

　子 10,000円

　父母等 6,500円

　16歳～22歳までの子 5,000円加算

　借家・借間(家賃月額12,000円以上)

　　家賃額に応じて最高 27,000円

　交通機関利用(電車、バス等)

運賃等に応じて最高55,000円

　交通用具使用

距離に応じて最高34,310円

― 円
管理職員特別勤
務手当

　週休日、祝日法による休日又は年末年始の休日において、
臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により勤務す
る管理職員に対し、勤務1回につき12,000円の範囲内で支給さ
れます。
　管理職員が災害への対処その他の臨時又は緊急の必要によ
りやむを得ず平日深夜（午前0時から午前5時までの間）に勤
務した場合は、勤務1回につき6,000円を超えない範囲内の額
で支給されます。

同じ ― ― 千円

46,974 円

夜間勤務手当

　正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時までの
間に勤務する職員に対し、その勤務1時間につき正規の勤務時
間における1時間当たりの給与額の 100分の25の割合で支給さ
れます。

同じ ― 4,541 千円 216,236 円

休日勤務手当

　祝日法による休日又は年末年始の休日において、正規の勤
務時間中に勤務する職員に対し、その勤務1時間につき正規の
勤務時間における1時間当たりの給与額の 100分の135 の割合
で支給されます。

同じ ― 2,912 千円

円

管理職手当
　管理又は監督の地位にある職員に対し、その職務の特殊性
に応じて給料月額の 100分の25の範囲内で支給されます。
（職名に応じた区分、職務の級に応じた額）

同じ ― 10,826 千円 832,800 円

296,497 円

扶養手当

通勤手当

　通勤のために交通機関等（電車、バス等）を利用し、運賃
を負担している職員又は交通用具(自動車等）を使用する職員
に対して支給されます。

同じ ― 23,259 千円 116,878

住居手当

　借家・借間に居住し、一定額（12,000円）を超える家賃を
支払っている職員に支給されます。

同じ ― 18,679 千円

同じ ― 36,220 千円 256,883

支給実績
(令和２年度決算)

支給職員１人当たり

円

手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

（令和２年度決算）

支給実績（令和元年度決算） 89,322

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元度決算） 335

一般行政
職の制度
との異同

一般行政職の制度と
異なる内容

千円
深夜の一部

支給実績（令和２年度決算） 80,683

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 306

-

夜間特殊業務手当
正規の勤務時間による勤務が
深夜において行われる業務に
従事する職員

正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深夜におい
て行われる業務に従事したとき 1,724

道路上作業手当
道路上において作業に従事す
る職員

交通を遮断することなく行う２車線以上の道路の維持補修等の作業に従事したとき（深
夜の時間帯（午後10時から午前５時まで）を除く） 210

荒天時作業手当 荒天時に作業に従事する職員

①異常な自然現象により重大な災害が発生し、又は発生するおそれがある河川の堤防、
通行が禁止されている道路、港湾施設等において行う巡回監視の作業に従事したとき -

②上記現場における重大な災害の発生した箇所又は発生するおそれの著しい箇所で行う
応急作業又は応急作業のための災害状況の調査に従事したとき

坑内作業手当
地下において調査等の作業に
従事する職員

トンネルの坑内でトンネル掘り作業又はたて杭の坑内で掘削作業（作業の検査及び監督
の業務を含む）、地質の調査の作業に従事したとき 1


